
【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

ファンド設定⽇︓2007年02⽉20⽇ ⽇経新聞掲載名︓FW⽶株

基準価額・純資産総額の推移（円・億円） 基準価額・純資産総額

基準価額は10,000⼝当たりの⾦額です。

騰落率（税引前分配⾦再投資）（％）

最近の分配実績（税引前）（円） 資産構成⽐率（％）

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

第16期 2.0 
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2020/09/25 0 外国株式ファンド②
第15期

■
■

グラフは過去の実績を示したものであり将来の成果をお約束するものではありません。
基準価額は信託報酬控除後です。信託報酬は後述の「ファンドの費⽤」をご覧ください。
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当⽉末
基準価額（円） 53,001 

2023/11/30 15.7 

ファンド

※
※

この資料の各グラフ・表に記載されている数値は、表示桁未満がある場合は四捨五⼊して表示しています。
この資料に記載されている構成⽐を示す⽐率は、注記がある場合を除き全てファンドの純資産総額を100％として計算した値です。

設定来 0 
2023/09/25 0 第17期

※

※

分配⾦は10,000⼝当たりの⾦額です。過去の
実績を示したものであり、将来の分配をお約束
するものではありません。
決算⽇は、毎年9⽉25⽇（休業⽇の場合は、
翌営業⽇）です。

100.0 合計
外国株式ファンド①の正式名称は「ティー・ロウ・プライス
／FOFｓ⽤ ⽶国大型バリュー株式ファンド（適格機関
投資家専⽤）」です。
外国株式ファンド②の正式名称は「ティー・ロウ・プライス
／FOFｓ⽤ ⽶国ブルーチップ株式ファンド（適格機関
投資家専⽤）」です。
外国株式ファンド➂の正式名称は「アムンディ・⽶国大型
株コア戦略ファンド（適格機関投資家専⽤）」です。
現⾦等にはキャッシュ・マネジメント・マザーファンドを含みま
す。

※

※

※

※

純資産総額（百万円） 168,392 
■

基準⽇
2024/01/31 5.6 

128.0 

■

■
■

ファンドの騰落率は税引前分配⾦を再投資した場合の数値
です。
換⾦時には税⾦等の費⽤がかかる場合があります。
騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
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13枚組の1枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

基準価額騰落率（％）

組⼊上位10銘柄（％） （組⼊銘柄数 77 ）

組⼊上位10業種（％）

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

※ このページは「ティー・ロウ・プライス／FOFｓ⽤ ⽶国大型バリュー株式ファンド（適格機関投資家専⽤）」について、ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会
社から提供を受けたデータおよび情報を基に記載しています。
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⽐率
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- 
※
※
※

騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
過去の実績は、将来の運⽤結果を約束するものではありません。
2021年1⽉12⽇を基準として算出しています。
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3

業種は世界産業分類基準(GICS) です。
⽐率は当ファンドの投資するマザーファンドの純資産総額対⽐です。
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13枚組の2枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

マーケットおよび運用状況コメント

※ 作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等をお約束するものではありません。

＜市場動向＞
2月の米国株式市場は、景気の底堅さを示すデータとAI（人工知能）をめぐる期待の盛り上がりなどから、早期
利下げ観測のさらなる後退にもかかわらず、上昇となりました。

＜運用状況＞
2月の当ファンドのリターンは、米ドル高・円安が続いたことにも支援され、プラスとなりました。好業績の発
表や格付けの引上げ、当局による個別規制の終了など様々な好材料を背景に、⼤⼿米銀のウェルズ・ファーゴ
や⽣命保険会社のハートフォード・ファイナンシャル・サービシズ・グループなどの⾦融銘柄、米国のゼネラ
ル・エレクトリック（GE）やドイツのシーメンスなどの資本財銘柄、通信用半導体開発のクアルコムなどの情
報技術銘柄と、幅広い銘柄の株価が上昇し、組入れがプラスに寄与しました。

＜市場⾒通しと運用⽅針＞
利下げによる支援など必要ないかのような米景気の底堅さを背景に、利下げ観測が後退する中でも株式相場は
堅調さを保っています。しかし、米国経済が「ノーランディング」から再浮揚に⾄り、当⾯利下げなし、ある
いは次回の⾦融政策変更が利下げではなく利上げとの⾒⽅が強まるようならば、その堅調さも崩れる可能性が
あると考えています。一⽅で、一握りの⼤型テクノロジー銘柄が主導してきたこれまでの展開から、景気敏感
のバリュー銘柄などに株価上昇の裾野が広がるようであれば、投資機会になりうるとみています。そうした
中、当運用では相場全体の⽅向性にはこだわらず、個別銘柄ごとの成⻑性とバリュエーション（投資価値評
価）のバランスを意識したポートフォリオ運営を続ける⽅針です。

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

※ このページは「ティー・ロウ・プライス／FOFｓ⽤ ⽶国大型バリュー株式ファンド（適格機関投資家専⽤）」について、ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会
社から提供を受けたデータおよび情報を基に記載しています。

13枚組の3枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

基準価額騰落率（％）

組⼊上位10銘柄（％） （組⼊銘柄数 76 ）

組⼊上位10業種（％）

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

（※1）当該銘柄は、同⼀企業の発⾏する種類の異なる株式を合算しています。

※
※

業種は世界産業分類基準(GICS)です。
⽐率は当ファンドの投資するマザーファンドの純資産総額対⽐です。

9 公益事業 0.8 
10 エネルギー 0.3 

7 生活必需品 1.4 
8 素材 1.0 

5 ⾦融 10.2 
6 資本財・サービス 2.3 

3 ⼀般消費財・サービス 15.4 
4 ヘルスケア 12.9 

当⽉末
1 情報技術 37.9 
2 コミュニケーション･サービス 16.9 

10 MASTERCARD INC - A ⾦融 2.8 
※
※

8 VISA INC-CLASS A SHARES ⾦融 3.4 
9 UNITEDHEALTH GROUP INC ヘルスケア 3.0 

業種は世界産業分類基準(GICS) です。
⽐率は当ファンドの投資するマザーファンドの純資産総額対⽐です。

7 ELI LILLY & CO ヘルスケア 3.7 

4 APPLE INC 情報技術 8.7 
5 META PLATFORMS INC コミュニケーション･サービス 7.4 

MICROSOFT CORP 情報技術 9.0 
⼀般消費財・サービス 9.0 

6 ALPHABET INC（※1） コミュニケーション･サービス 6.5 

3年

期間 基準価額

3 NVIDIA CORP

70.9 

2 AMAZON.COM INC

※
※
※

騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
過去の実績は、将来の運⽤結果を約束するものではありません。
2021年1⽉12⽇を基準として算出しています。

5年 - 
設定来 76.7 

1ヵ⽉ 7.6 
3ヵ⽉ 18.3 

情報技術 8.8 

銘柄 業種 ⽐率
1

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

※ このページは「ティー・ロウ・プライス／FOFｓ⽤ ⽶国ブルーチップ株式ファンド（適格機関投資家専⽤）」について、ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会
社から提供を受けたデータおよび情報を基に記載しています。
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13枚組の4枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

※ 作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等をお約束するものではありません。

マーケットおよび運用状況コメント
＜市場動向＞
2月の米国株式市場は、⼤型テクノロジー企業を中心とした堅調な企業業績の発表などが好感されて、上昇しま
した。

＜運用状況＞
2月の当ファンドのリターンはプラスとなりました。業績⾒通しが市場予想を⼤幅に上回ったグラフィック半導
体⼤⼿のエヌビディアのほか、SNS⼤⼿のフェイスブックなどを運営するメタ・プラットフォームズ、電子商
取引⼤⼿のアマゾン・ドット・コム、製薬⼤⼿のイーライリリーなど、堅調な業績を発表した銘柄の株価が上
昇し、組入れがプラスに寄与しました。一⽅、通期の業績⾒通しが市場予想に沿った内容にとどまったことが
嫌気された開発者向けソフトウェアを提供するアトラシアン、米司法省が反トラスト法（独占禁⽌法）に基づ
く調査に着⼿したと報じられた医療保険会社のユナイテッドヘルス・グループなどの株価が下落し、組入れが
マイナスに寄与しました。

＜市場⾒通しと運用⽅針＞
早期利下げ観測が一段と後退する中でも、米国の主要株価指数は2月、史上最高値を更新しました。超⼤型テク
ノロジー企業（メガテック）の一連の業績発表を受け、市場ではAI（人工知能）の発展が今後の企業収益に与
える影響への期待が再び盛り上がっています。当運用でも、株価の熱狂度合いに応じて冷静に利益確定を交え
つつも、多くのメガテックがAIによる収益チャンスを効果的に取り込むことによって、引き続き成⻑が可能と
みています。一⽅で、市場で⾒過ごされ、株価が出遅れてはいるものの魅⼒の高い銘柄にも積極的に目配せし
ていく⽅針です。

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

※ このページは「ティー・ロウ・プライス／FOFｓ⽤ ⽶国ブルーチップ株式ファンド（適格機関投資家専⽤）」について、ティー・ロウ・プライス・ジャパン株式会
社から提供を受けたデータおよび情報を基に記載しています。

13枚組の5枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

基準価額騰落率（％）

組⼊上位10銘柄（％） （組⼊銘柄数 44 ）

組⼊上位10業種（％）

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

※ このページは「アムンディ・⽶国大型株コア戦略ファンド（適格機関投資家専⽤）」について、アムンディ・ジャパン株式会社から提供を受けたデータおよび
情報を基に記載しています。

ベンチマーク
5.2 

14.4 
16.3 
42.3 

- 
- 

51.2 
騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
過去の実績は、将来の運⽤結果を約束するものではありません。
ベンチマークは、S&P500指数です。
2023年1⽉17⽇を基準として算出しています。

※
※
※
※

期間 基準価額
1ヵ⽉ 3.9 
3ヵ⽉ 16.5 

5年 - 
設定来 51.1 

6ヵ⽉ 19.1 
1年 47.0 
3年 - 

2 NVIDIA CORP 情報技術 5.4 
3 MARTIN MARIETTA MATERIALS 素材 5.1 

銘柄 業種 ⽐率
1 MICROSOFT CORP 情報技術 6.9 

6 CHEVRON CORP エネルギー 4.1 
7 AMAZON.COM INC ⼀般消費財・サービス 4.0 

4 ALPHABET INC CL A コミュニケーション・サービス 4.6 
5 APPLE INC 情報技術 4.3 

10 CATERPILLAR INC 資本財・サービス 3.3 
※
※

業種は世界産業分類基準(GICS) です。
⽐率は当ファンドの投資するマザーファンドの純資産総額対⽐です。

8 TRUIST FINANCIAL CORP ⾦融 3.7 
9 CITIZENS FINANCIAL GROUP INC ⾦融 3.5 

3 素材 11.2 
4 ヘルスケア 9.7 

当⽉末
1 情報技術 29.3 
2 ⾦融 16.9 

7 コミュニケーション・サービス 7.9 
8 生活必需品 4.1 

5 資本財・サービス 8.0 
6 ⼀般消費財・サービス 8.0 

9 エネルギー 4.1 
10 - 
※
※

業種は世界産業分類基準(GICS)です。
⽐率は当ファンドの投資するマザーファンドの純資産総額対⽐です。
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13枚組の6枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

※ このページは「アムンディ・⽶国大型株コア戦略ファンド（適格機関投資家専⽤）」について、アムンディ・ジャパン株式会社から提供を受けたデータおよび
情報を基に記載しています。
マーケットおよび運用状況コメント
＜市場動向＞
2月の米国株式市場は、好業績や景気に対する楽観的な観測を背景に上昇しました。とはいえ、セクター間やス
タイル間の差は⼤きく、AI（人工知能）関連の材料が豊富な⼤型成⻑株を中心に情報技術、コミュニケーショ
ン・サービス、一般消費財・サービスが⼤きく上昇、景気感応度の高い資本財・サービスや素材も追随しまし
た。一⽅、公益事業や不動産などの⾦利敏感セクターや⽣活必需品、ヘルスケアなどの上昇率は⼩幅なものに
とどまりました。
為替市場ではインフレ指標の高⽌まりを受けて利下げ時期が後ずれするとの観測から、米ドルが強含みまし
た。

＜運用状況＞
マザーファンドの基準価額は、円安に加え、情報技術、資本財・サービス、⽣活必需品などの組入銘柄を中心
に上昇しました。情報技術ではエヌビディアのほか、半導体関連銘柄のプラス寄与が⼤きく、資本財・サービ
スではインフラ支出拡⼤の恩恵を受ける建設機械のキャタピラーや、成⻑⾒通しが好感されたデリバリーの
ウーバー・テクノロジーズ、⽣活必需品では会員制卸売のビージェーズ・ホールセール・クラブ・ホールディ
ングスなどがプラスに寄与しました。一⽅、⾦融セクターでは不動産市況悪化の影響などが懸念されて地⽅銀
⾏のシチズンズ・フィナンシャル・グループなどがマイナス寄与となり、コミュニケーション・サービスでは
AIへの取組みが遅れ、広告収入が頼りのアルファベットがマイナス寄与となりました。
投資⾏動では、株価指数関連業務のMSCIを全売却して利益確定、鉄道のユニオン・パシフィックはほとんどを
売却しました。AI関連のエヌビディアも一部利益確定しました。一⽅、サイバーセキュリティのパロアルト・
ネットワークスに新規投資し、アマゾン・ドットコムや半導体のアドバンスト・マイクロ・デバイセズ、薬品
のノボ・ノルディスク、クレジットカードのビザなどを買増ししました。などを買増ししました。全体として
は⾦融の⽐率が低下し、情報技術とヘルスケアで⽐率が上昇する結果となりました。

＜⾒通しと⽅針＞
米国景気は緩やかな減速が続いているとみられますが、早期の利下げが必要となるほど勢いを失っているとは
考えにくいとみています。株式市場では⼤型成⻑株と景気敏感株のバリュエーション（投資価値評価）格差が
依然として⼤きく、一時的な景気減速後の回復を⾒据えて、素材や銀⾏など景気感応度の高い業種から、AI関
連などのグロース銘柄およびディフェンシブ（景気変動の影響を受けにくい）な銘柄まで、バリュエーション
に留意してバランスよく配分したポートフォリオを維持する⽅針です。

※ 作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等をお約束するものではありません。

13枚組の7枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

投資方針
〇 投資信託証券への投資を通じて、主として⽶国の株式へ投資します。
〇 投資する投資信託証券は、⽶国の株式を主要投資対象とし、アクティブ運⽤を⾏うことを基本とするものとします。
〇 外貨建資産については、原則として為替ヘッジは⾏いません。

※ 指定投資信託証券の選定、追加または⼊替えについては、ＳＭＢＣ⽇興証券株式会社からの助言を受けます。
※ 資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

投資リスク
基準価額の変動要因

■当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の投資元本は保証されているものでは
なく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

■運⽤の結果として信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。
■投資信託は預貯⾦と異なります。また、⼀定の投資成果を保証するものではありません。
■当ファンドの主要なリスクは、以下です。

■ 価格変動リスク
ＳＭＢＣファンドラップ・シリーズの各ファンドは、投資信託証券を通じて、実質的に株式、債券、ＲＥＩＴ、コモディティ等の値動きのある有価
証券等に投資します。実質的な投資対象である有価証券等の価格が下落した場合には、ファンドの基準価額も下落するおそれがあります。

■ 流動性リスク
ＳＭＢＣファンドラップ・シリーズの各ファンドの実質的な投資対象となる有価証券等の需給、市場に対する相場⾒通し、経済・⾦融情勢等の
変化や、当該有価証券等が売買される市場の規模や厚み、市場参加者の差異等は、当該有価証券等の流動性に大きく影響します。当該
有価証券等の流動性が低下した場合、売買が実⾏できなくなったり、不利な条件での売買を強いられることとなったり、デリバティブ等の決済の
場合に反対売買が困難になったりする可能性があります。その結果、ファンドの基準価額が下落するおそれがあります。

■ 株式投資のリスク
＜株価変動に伴うリスク＞
株価は、発⾏企業の業績や市場での需給等の影響を受け変動します。また、発⾏企業の信⽤状況にも影響されます。これらの要因により、
株価が下落した場合、ファンドの基準価額も下落するおそれがあります。
＜信⽤リスク＞
株式の発⾏企業の財務状況等が悪化し、当該企業が経営不安や倒産等に陥ったときには、当該企業の株価は大きく下落し、投資資⾦が
回収できなくなることもあります。この場合、ファンドの基準価額が下落するおそれがあります。

■ 外国証券投資のリスク
＜為替リスク＞
ＳＭＢＣファンドラップ・シリーズで実質的に外貨建資産へ投資を⾏うファンドは、為替変動のリスクが生じます。また、原則として為替ヘッジを⾏
いませんので、為替変動の影響を直接受けます。したがって、円高局面では、その資産価値が大きく減少する可能性があり、この場合、ファンド
の基準価額が下落するおそれがあります。
＜カントリーリスク＞
投資対象となる国と地域によっては、政治・経済情勢が不安定になったり、証券取引・外国為替取引等に関する規制が変更されたりする場合
があります。さらに、外国政府が資産の没収、国有化、差押えなどを⾏う可能性もあります。これらの場合、ファンドの基準価額が下落するおそれ
があります。

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

13枚組の8枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

投資リスク
■ その他のリスク

ＳＭＢＣファンドラップ・シリーズが投資対象とする国内籍の指定投資信託証券が投資対象とするマザーファンドで、当該マザーファンドに投資
する他のベビーファンドで解約申込みがあった際に、当該マザーファンドに属する有価証券を売却しなければならない場合があります。この場合、
市場規模、市場動向によっては当該売却により市場実勢が押し下げられ、当初期待されていた価格で売却できないこともあります。この際に、
ファンドの基準価額が下落するおそれがあります。
また、ＳＭＢＣファンドラップ・シリーズが投資対象とする外国籍の指定投資信託証券や、当該投資信託証券を投資対象とする他のファンドで
追加設定・解約等に伴う資⾦移動があり、当該投資信託証券において売買が生じた場合などには、当ファンドの基準価額に影響を及ぼす場
合があります。

その他の留意点
〔分配⾦に関する留意事項〕

○ 分配⾦は、預貯⾦の利息とは異なり、ファンドの純資産から⽀払われますので、分配⾦が⽀払われると、その⾦額相当分、基準価額は下がり
ます。

○ 分配⾦は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて⽀払われる場合があります。そ
の場合、当期決算⽇の基準価額は前期決算⽇と⽐べて下落することになります。また、分配⾦の⽔準は、必ずしも計算期間におけるファンド
の収益率を示すものではありません。

○ 投資者のファンドの購⼊価額によっては、分配⾦の⼀部または全部が、実質的には元本の⼀部払戻しに相当する場合があります。ファンド購
⼊後の運⽤状況により、分配⾦額より基準価額の値上がりが⼩さかった場合も同様です。

● ファンドのお申込みに関しては、クーリング・オフ制度の適⽤はありません。
● ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資⾦を⼿当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等

 に、⼀時的に組⼊資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。
これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、換⾦申込みの受付けが中⽌となる可能性、既に受け付けた換⾦申込みが取り消し
となる可能性、換⾦代⾦のお⽀払いが遅延する可能性等があります。

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

13枚組の9枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

お申込みメモ
購⼊単位

お申込みの販売会社にお問い合わせください。
購⼊価額

購⼊申込受付⽇の翌々営業⽇の基準価額
購⼊代⾦

販売会社の定める期⽇までにお⽀払いください。
換⾦単位

お申込みの販売会社にお問い合わせください。
換⾦価額

換⾦申込受付⽇の翌々営業⽇の基準価額
換⾦代⾦

原則として、換⾦申込受付⽇から起算して６営業⽇目からお⽀払いします。
申込不可⽇

申込受付⽇または申込受付⽇の翌営業⽇が以下のいずれかに当たる場合には、購⼊・換⾦のお申込みを受け付けません。
● ニューヨーク証券取引所の休業⽇
● ニューヨークの銀⾏の休業⽇

信託期間
無期限（2007年２⽉20⽇設定）

決算⽇
毎年９⽉25⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）

収益分配
年１回決算を⾏い、分配方針に基づき分配⾦額を決定します。（委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあります。）
分配⾦受取りコース︓原則として、分配⾦は税⾦を差し引いた後、決算⽇から起算して５営業⽇目までにお⽀払いいたします。
分配⾦⾃動再投資コース︓ 原則として、分配⾦は税⾦を差し引いた後、無⼿数料で再投資いたします。
※販売会社によってはいずれか⼀方のみの取扱いとなる場合があります。

課税関係
課税上は株式投資信託として取り扱われます。
配当控除および益⾦不算⼊制度の適⽤はありません。

注記
当ファンドはSMBCファンドラップ専用ファンドです。

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

13枚組の10枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

ファンドの費⽤
投資者が直接的に負担する費⽤
○ 購⼊時⼿数料

ありません。
○ 信託財産留保額

ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤
○ 運⽤管理費⽤（信託報酬）

ファンドの純資産総額に以下の率を乗じた額とします。運⽤管理費⽤（信託報酬）は⽇々計上され、ファンドの基準価額に反映されます。
なお、毎計算期間の最初の6ヵ⽉終了⽇と毎計算期末または信託終了のときに、信託財産から⽀払われます。
＜信託報酬率およびその配分、実質的な負担＞
実質的な負担は、作成基準⽇時点における有効な投資信託説明書（交付目論⾒書）に記載のある以下ファンドの指定投資信託証券の
運⽤管理費⽤（信託報酬）に基づき記載しています。指定投資信託証券、もしくはその運⽤管理費⽤（信託報酬）が変更となった場合
には、実質的な負担も変更となる場合があります。

※ 上記の配分には別途消費税等相当額がかかります。
※  ファンドの指定投資信託証券の運⽤管理費⽤（信託報酬）は、料率が把握できる費⽤の合計であり、上記以外の費⽤がかかる場合　

があります。また、年間最低報酬額や取引ごとにかかる費⽤等が定められている場合があるため、純資産総額の規模や取引頻度等に
よっては、上記の料率を上回る場合があります。

○ その他の費⽤・⼿数料
以下のその他の費⽤・⼿数料について信託財産からご負担いただきます。
● 監査法人等に⽀払われるファンドの監査費⽤
● 有価証券の売買時に発生する売買委託⼿数料
● 資産を外国で保管する場合の費⽤　　　等
※上記の費⽤等については、運⽤状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができません。

※ 上記の⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

13枚組の11枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

税⾦
分配時

所得税及び地方税　配当所得として課税　普通分配⾦に対して20.315％
換⾦（解約）時及び償還時

所得税及び地方税　譲渡所得として課税　換⾦（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）に対して20.315％

※ 外国税額控除の適⽤となった場合には、分配時の税⾦が上記と異なる場合があります。
※ 法人の場合は上記とは異なります。
※ 税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。税⾦の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお

勧めします。

委託会社・その他の関係法人等
委託会社 ファンドの運⽤の指図等を⾏います。

三井住友DSアセットマネジメント株式会社　　　⾦融商品取引業者　関東財務局⻑（⾦商）第399号
加⼊協会　　 ︓ ⼀般社団法人投資信託協会、⼀般社団法人⽇本投資顧問業協会、

⼀般社団法人第⼆種⾦融商品取引業協会
ホームページ　︓　https://www.smd-am.co.jp
コールセンター ︓　0120－88－2976　［受付時間］午前9時〜午後5時（⼟、⽇、祝・休⽇を除く）

受託会社 ファンドの財産の保管および管理を⾏います。
三井住友信託銀⾏株式会社

販売会社 ファンドの募集の取扱い、購⼊後の⼝座内での管理、解約等の事務を⾏います。

最終ページの「当資料のご利⽤にあたっての注意事項」を必ずご覧ください。
■設定・運⽤

マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

13枚組の12枚目です。



【投信協会商品分類】　追加型投信／海外／株式 作成基準⽇︓2024年02⽉29⽇

販売会社

 当資料のご利⽤にあたっての注意事項
● 当資料は、三井住友DSアセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開示書類ではありません。
● 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、将来に関し述べられた運⽤方針・市場⾒通し

も変更されることがあります。当資料は三井住友DSアセットマネジメントが信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正
確性・完全性を保証するものではありません。

● 当資料にインデックス･統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に帰属します。
● 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤実績は市場

環境等により変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。
● 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録⾦融機関

でご購⼊の場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。
● 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論⾒書）および契約締結前交付書面

等の内容をご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。投資信託説明書（交付目論⾒書）、契約締結前交付書面等は販売会社にご請求くだ
さい。また、当資料に投資信託説明書（交付目論⾒書）と異なる内容が存在した場合は、最新の投資信託説明書（交付目論⾒書）が
優先します。

■設定・運⽤
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マンスリー・レポート

ＳＭＢＣファンドラップ・米国株

備考

13枚組の13枚目です。


